
 

 

「中期財政運営方針」の素案について 

 

１ 要旨・目的 

令和８年６月に改定した「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン（以下「ひろしまビジョン」

という。）」を踏まえて、次期方針を策定する。 

 

２ 現状・背景  

本県では、令和２年度に策定した前方針に基づき、経済の低迷や大規模災害などのリスクに

備えつつ、県勢発展に必要な施策を安定して推進できる、しなやかな財政運営の実現に向けた

取組を進めてきた。 

令和８年６月に、ひろしまビジョンを見直したことを踏まえ、ひろしまビジョンの目指す姿

の実現に向けた一連の施策を財政面から支えるとともに、将来にわたって安定的な財政運営を

行っていくため、「中期財政運営方針」を策定する。 

 

３ 素案の概要 

(1)  計画期間                 

令和８（2026）年度～令和 12（2030）年度（５年間） 

 

(2)  策定に当たっての考え方                              

ひろしまビジョンの目指す姿の実現に向けた一連の施策を財政面から支えるとともに、

将来にわたって安定的な財政運営を行っていくための中期的な財政運営の指針として策定

する。 

 

(3)  取組の方向 

   本県の財政を取り巻く環境が厳しさを増す中においても、財政運営上のリスクに備えつ

つ、県勢発展に必要な施策を着実に推進できる、安定的な財政基盤の構築を目指し、歳出

歳入の両面から、取組を進める。 

 

(4)  根拠法令 

― 

 

４ スケジュール 

 ７月 ８月 ９月 10月 

ＤＸ推進・行財政対策特別委員会 
    

総務委員会 
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令和８年９月 17日 
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中期財政運営方針（令和８年度～令和12年度）素案の概要

（歳出の取組）
■重要施策の着実な推進に向けた選択と集中
優先順位や費用対効果、国・市町・事業者との役割分担等を踏まえた

事務事業の見直しなど、不断の歳出見直しに取り組んだ上で、重要施策
へ予算を重点的に配分するなど、更なる選択と集中を図る。

■将来負担の着実な縮減
厳しい財政状況の中にあっても、公共事業費について、県負担ベース

で実質的に令和７年度と同水準を確保し、「第１次国土強靱化実施中期
計画」に基づく国の予算や有利な県債など、有利な財源を最大限活用し
ながら、県土強靱化等の要請に応えるとともに、将来負担の着実な縮減
を図る。

■人件費の適正管理
  社会経済情勢の変化や危機管理への対応など、新たな課題やデジタル
技術の進展を踏まえた効率的かつ効果的な執行体制に向けた不断の見直
しを行い、適切な定員管理に取り組むことで、人件費を適正に管理する。

「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」の目指す姿の実現に向けた
一連の施策を財政面から支えるとともに、将来にわたって安定的な財
政運営を行っていくための中期的な財政運営の指針

期間： 令和８年度から令和12年度までの５年間

本方針の位置付け等

・財源調整的基金について、130億円以上の残高を確保
財源調整的基金については、激甚化・頻発化する自然災害など、 財

 政運営上のリスクへの備えとして、令和 12年度当初予算編成時点まで 
に130億円以上の残高を確保し、更なる上積みを目指す。

・将来負担比率を160％程度に抑制
他県と比較し依然として高い水準にある将来負担比率については、

今後の人口減少等による社会経済情勢等の変化を見据えた弾力的な財
政構造を確立するため、県債の発行額を適切にマネジメントすること
などにより、令和12年度までに、160％程度への抑制を目指す。

財政運営目標

目指す姿の実現に向けた取組

   激甚化・頻発化する自然災害等のリスクに備えつつ、人口減少等に
より社会経済情勢が変化する中においても県勢発展に必要な施策を着
実に推進できる、安定的な財政基盤が構築されている状態

本県財政の目指す姿
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（歳入の取組）
■収入未済額の縮減
県税等の収入未済額について、組織的かつ効率的な滞納整理を推進す

ることで、着実な縮減を図る。

■使用料・手数料の適正化
人件費単価や物価水準の変動等を勘案した適正な水準となるよう、全

ての使用料・手数料について、計画的な見直しを実施する。

■財産の売払い
土地等の県有財産について、引き続き社会情勢及び県民ニーズの変化 

等を踏まえた施設総量の最適化などを推進しながら売払いに取り組む。

■資金管理の高度化
県が保有する資金の運用について、運用期間の最大化など運用方法の

見直しに取り組み、運用益の拡大を図るとともに、資金の調達について 
金利変動リスクの分散や調達コストの縮減を図る。

（財政運営上のリスクへの対応）
想定を超える大規模な自然災害の発生など、現時点で影響の予測が困難な事態が生じた場合においては、県民サービスへの影響を考慮しながら、全て

の経費について、抜本的な見直しを検討するとともに、県庁舎整備基金等の活用など、あらゆる財源確保を検討する。



○ 一定の条件の下で試算した財政収支見通しでは、経済成長に伴う歳入の増加等が見込まれるものの、社会保障関係費や人件費の増加、過去に

頻発した豪雨災害に係る起債償還の本格化や金利上昇に伴う公債費の増加、物価上昇による政策的経費の増加などにより、歳出に対して歳入が不

足する要調整額が、230～260億円程度で推移し、令和12年度までの累計は、980億円程度となる見込み。

○ また、広島県立病院機構の経営が一層の厳しさを増していることから、機構の中期計画の変更を検討する。令和８年度当初予算を基に、総務

省の定めるガイドラインの範囲内で県から機構への運営費負担金の最大額を機械的に試算すると、令和９年度以降、１年あたり20億円程度、下の

表から要調整額が増加する見込み。 （県の負担額については、機構の中期計画の改定作業において今後精査）

（単位：億円）「中長期の経済財政に関する試算」（R8.7.30）を反映した財政収支見通し
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今後の財政収支見通し



年度ごとの具体的な予算編成の作業フレームについては、毎年度策定する「県政運営の基本方針」において決定要調整額への対応

3

区 分
R9～R12

合計※

年度間の財源調整
毎年度の当初予算編成以降に生じる歳出不用等を踏まえた取崩抑制など、財源調整的基金による

年度間の財源調整
750程度

（単位：億円）

取

組

の

目

安

額

歳出見直し

毎年度の当初予算編成段階において、優先順位や費用対効果、国・市町・事業者との役割分担等

を踏まえた事務事業の見直しに取り組む。（見直し額は、財源調整的基金残高の状況等を踏まえ、

毎年度の当初予算編成時に検証を行う。）
130程度

人件費の適正管理 適切な定員管理や時間外勤務の縮減

90～100程度

収入未済額の縮減 県税の滞納処分や個人住民税の市町との共同徴収の実施などによる収入未済額の縮減

財産の売払い 土地等の県有財産の売却処分等の推進

資金管理の高度化 資金運用方法の見直し等による運用益の拡大と資金調達方法の見直し等による調達コストの縮減

特定目的基金の更なる

活用
特定目的基金の積極的な活用 80程度

※ 金額は一般財源ベースで、機構への運営費負担金の増加により見込まれる要調整額の増加への対応分を含む。

なお、令和８年度については、事務事業の見直し等により要調整額を解消済み。

更なる取組
県民サービスへの影響を考慮しながら、全ての経費について、更なる抜本的な見直しを実施する

とともに、県庁舎整備基金※等の活用などあらゆる財源の確保を図る
－

※ 県庁舎整備基金のＲ８.６補正予算編成後の残高見込額は157億円（今後、条例改正が必要）

【更なるリスクへの対応】

想定を超える大規模な自然災害の発生や経済情勢の急激な変化などにより、要調整額が現時点での見込みを大きく上回るなど、上記の取組によっ
ても対応が困難な財政運営上の更なるリスクが生じた場合の対応
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